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１.千代田区の概況 

（１）人口・世帯の推移 

千代田区の人口は、平成 20年度以降増え続けており、平成 20年度は 48,873人でしたが、令和５年度に

は 68,648人となり、約 41％増加しています。また、世帯数も人口と同様に増加しており、平成 20年度は

25,294世帯でしたが、令和５年度は 39,195世帯となり、約 55％増加しています。一方、１世帯当たりの人

口は減少傾向であり、令和５年度の１世帯当たりの人口は 1.75人となっています。 

 
資料：住民基本台帳人口（各年 10月 1日現在） 

図１-１ 人口と世帯数の推移 

 

世帯人員の構成は、令和２年の国勢調査によると、１人世帯が最も多く全体の約 57％を占めており、次いで

２人世帯が約 20％と続いています。この傾向は平成 27年時点とほぼ同様の割合となっています。 

 

 

【平成 27年】              【令和２年】 

資料：国勢調査 

図１-２ 世帯人員の構成の推移 
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昼間人口は、平成２年の 1,036,609 人をピークに減少傾向で推移していましたが、平成 22 年度以降再び

増加に転じており、令和２年には 903,780 人となっています。一方、昼夜間人口比率に関しては、夜間人口が

増加している影響もあり、平成７年の約 2,731％をピークに減少しており、令和２年には約 1,355％と半減して

います。しかしながら本区の昼夜人口比率は全国の中では飛びぬけた高い値となっています。（参考：令和２年

の他都市の昼夜人口比率【福島県大熊町 589％、大阪市中央区 433％、中央区 374％、港区 373％、名古

屋市中区 316％】） 

 
資料：国勢調査 

図１-３ 昼間人口、夜間人口の推移 

  

（２）住居形態の状況 

住宅形態は、年々共同住宅が増加しており、令和 2年は約 3.2万世帯であり、全世帯の９割以上（91.7％）

を占めている状況です。 

 

資料：国勢調査 

図１-４ 住宅形態の推移 
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（３）外国人人口の推移 

本区の外国人人口は、令和元年度以降は新型コロナウイルス感染症の影響で一旦は減少していましたが、令

和４年度は再び増加に転じ、令和５年度で 3,797人となっており、これは区の総人口の約 5.5％を占めていま

す。 

 
資料：住民基本台帳のデータを基に作成（各年度 10月 1日現在） 

図１-５ 外国人人口の推移 

 

（４）産業の状況 

 令和３年千代田区と２３区の従業者規模別従業者数を図 1-6 に示します。従業者 100 人以上の構成比

は、千代田区は全体の 67.5％で２３区の 48.6％を大きく上回っており、千代田区では大規模事業者が多

いことが伺えます。 

 

【千代田区】                                   【２３区】 

資料：経済センサス 

図１-６ 従業者規模別の従業者数（令和３年） 
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図 1-7 では事業所数の推移を示しています。千代田区の事業所数の 90％以上を小売業・サービス業等

の第 3次産業が占めています。また、事業所数全体では年々増加傾向にあり、令和 3年は 36,346事業所

であり、平成 21年から 780事業所増加しています。 

 

 

資料：H24.H28年経済センサス－活動調査（公務は含まず）、H21.26.R3年経済センサス―基礎調査 

図１-７ 事業所数の推移 
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（５）訪日外国人観光客の状況 

 東京都を観光で訪れる外国人は、コロナ禍前までは年々増加しており、令和元年度には約 7,000 万人

の観光客が訪れていました。令和２年度以降は新型コロナウイルス感染症の影響で大幅に減少しました

が、今後は再び増加することが考えられます。 

本区においては、外国人観光客に人気のある秋葉原等があり、今後も多くの外国人が訪れることが予測

されます。 

 

 

資料：東京都観光客数等実態調査（東京都産業労働局） 

図１-８ 訪日外国人観光客の推移（東京都全体） 
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２.千代田区のごみ排出量の現状 

（１）総排出量（ごみ+資源）の推移 

過去 10年間の総排出量（ごみ+資源）の実績を図 2-1に示します。 

年間の総排出量は、平成 30年度までは増加傾向で推移していましたが、令和元年度以降新型コロナ感染

症拡大の影響による事業系ごみの大幅な減少の影響で、令和元年度から令和２年度にかけて約 27％減少し

ています。その後は徐々に増加傾向で推移していますが、令和４年度の総排出量は 15万トンでピーク時の平

成 30年度の約 21万トンよりはかなり少ない状況となっています。 

資源化率に関しては、平成 25年度以降 60％前後の横ばいで推移しています。 

 

図２-１ 種類別排出量の推移 

 

（２）ごみ排出量の推移 

過去 10年間のごみ排出量の実績を図 2-2に示します。 

年間のごみ排出量は、令和元年度までは横ばいで推移していましたが、新型コロナ感染症拡大の影響で令

和２.３年度は事業系ごみが大きく減少した影響で、令和元年度から令和２年度にかけて 30％減少しています。

その後は、事業系ごみは徐々に増加傾向に転じていますが、まだ在宅勤務を実施している事業所も多かった影

響等もあり、令和４年度の事業系ごみは約 5万トンで令和元年度の約 7万トンよりはかなり少ない状況となっ

ています。 

 

図２-２ 種類別排出量の推移 
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次に、過去 10年間の家庭系ごみの排出量の実績を図 2-3に示します。 

年間の家庭系ごみ排出量は、増加傾向で推移しており、新型コロナ感染症拡大の影響によるリモートワーク

や巣ごもりの影響で令和２年度以降は排出量が 9,000ｔ/年を超える状況となっています。 

 

図２-3 家庭系ごみ排出量の推移 

 

 

次に、過去 10年間の事業系ごみの排出量の実績を図 2-4に示します。 

千代田区においては、事業系ごみがごみ排出量の約 90％近くを占めており、事業系ごみの増減が区全体の

排出量に大きく影響してきます。年間の事業系ごみ排出量は、令和元年度までは横ばいで推移していました

が、新型コロナ感染症拡大の影響で令和２.３年度に大きく減少しています。その後は徐々に増加傾向に転じて

いますが、まだ在宅勤務を実施している事業所も多かった影響等もあり、令和４年度の事業系ごみは約 5.6万

トンで令和元年度の約 7.7万トンよりはかなり少ない状況となっています。 

 

 

図２-４ 事業系ごみ排出量の推移 
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３. 大規模建築物におけるごみ発生量・再生利用等に関する特性 

（１）過去５年の推移 

千代田区における、大規模建築物におけるごみ発生量・再生利用・再生利用率の推移をみると、新型コロナウ

イルス感染症の影響で令和２年度に発生量・再生利用量ともに大幅に減少しましたが、その後発生量は徐々に

増加傾向で推移してきていますが、再生利用量は発生量ほど増加しておらず、再生利用率は減少傾向で推移

しています。 

 
図３-１ 過去５年の大規模建築物におけるごみ発生量・再利用量・再利用率の推移 

 

（２）建築物の種類別の状況（令和４年度） 

建築物の種類別にみると、発生量・再生利用量ともにオフィスビルでの発生が多くなっているが、再生利用率

も 68.6％と比較的高くなっています。一方、発生量は少ないが、再生利用率が他より低くなっている建築物の

種類は「ホテル・結婚式場」（45.2％）、「医療機関」（28.5％）となっています。 

 
図３-２ 建築物の種類別のごみ発生量・再利用量・再利用率（令和４年度） 
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（３）ごみの種類別の状況（令和４年度） 

廃棄物の種類別にみると、発生量・再生利用量ともに可燃物の紙類の発生が多くなっているが、再生利用率

は 61.0％と不燃の缶・ビン・ペット等に比べると低くなっています。また、可燃の厨芥の再生利用率も 30％を下

回る低い再生利用率となっています。 

 
図３-３ 廃棄物の種類別のごみ発生量・再利用量・再利用率（令和４年度） 

 

 

（４）建築物の種類別・ごみの種類別の状況 

令和４年度の建築物の種類別・ごみの種類別にみると、紙類の再生利用率は、オフィスビル（64.2％）と店舗

ビル（69.3％）では 6割を超える高い再生利用率となっていますが、比較的発生量が多いホテル・結婚式場

（35.1％）、学校（56.5％）等で再生利用率は低くなっています。 

 
図３-４ 紙類の建築物の種類別のごみ発生量・再利用量・再利用率（令和４年度） 
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また、紙類の建築物の種類別に再生利用率を平成 30年度～令和 4年度の経年でみると、比較的発生量の

多い「ホテル・結婚式場」で毎年 40％前後と低い再生利用率になっています。 

 

 

図３-５ 紙類の建築物の種類別の再利用率の推移 

 

 

その他、発生量が比較的多いオフィスビルとホテル・結婚式場の厨芥の再生利用率は 30％未満と低くなって

います。 
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